
 
 

事 務 連 絡 

平 成 28 年 ３ 月 ２ 日 

 

各都道府県水道行政担当部（局）長 殿 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局 

  生活衛生・食品安全部水道課 

 

   

水道事業基盤強化方策検討会中間とりまとめについて 

 

 日本の水道は、平成 25 年度末で普及率 97.7％と大部分の国民が水道による水

の供給を受けている状況を実現するとともに、水質の面でも世界に誇る「安全

でおいしい水」の供給を達成していますが、一方で、管路をはじめとする水道

施設の老朽化、耐震性の不足、職員数の減少、人口減少による料金収入減とい

った課題に直面しており、国民生活に密着した重要なインフラである水道の持

続性を高める取組が喫緊の課題となっています。 

厚生労働省では、これらの課題に対し、新水道ビジョン（平成 25 年 3 月策定）

の提示及び水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引

き（平成 21 年 7 月策定）等各種ツールの提供等により、水道事業者による課題

の把握及び対策の実施を支援してきました。 

 

 さらに、平成 27 年９月より水道事業基盤強化方策検討会（座長：滝沢智 東

京大学大学院工学系研究科教授）を開催し、別添のとおり平成 28 年１月に、都

道府県が推進役となって水道事業の広域連携を推進すべきこと等を内容とする

「水道事業の基盤強化方策に盛り込むべき事項」（以下「中間とりまとめ」と

いう。）をとりまとめましたので、情報提供いたします。 

貴管下の水道事業者及び水道用水供給事業者に対しても周知いただくようお

願いいたします。 

 

なお、中間とりまとめで示された事項等については、厚生科学審議会生活環

境水道部会の下に設置した水道事業の維持・向上に関する専門委員会において

更に議論を深める予定です。 

 

 

 


